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地域協議会名

整理番号

１　産地パワーアップ計画

　（１）産地パワーアップ計画の目的・取組を実施する産地の範囲

　（２）産地の収益性の向上のための取組内容

　（３）取組により期待される効果、目標及びその実現のために地域の関係者が果たす役割

　（４）中心的な経営体又は団体の名称及びその取組内容

中心的な経営体又は団体の名称 住所 代表者名 取組内容 備考

【取組前】 【取組後】 【取組内容】

面積/品目 0 ha ⇒ 1 ha トマト

農業者数 0 名 ⇒ 3 名 (ミニトマト)

（ほか臨時職員0名） （ほか臨時職員15名）

面積/品目 0 ha ⇒ 2 ha トマト

農業者数 0 名 ⇒ 3 名

（ほか臨時職員0名） （ほか臨時職員17名）

面積 0 ha ⇒ 3 ha

農業者数 0 名 ⇒ 6 名

（５）計画の内容

地区名 作物 取組内容 面積 成果目標 事後評価の検証方法 達成率 地域協議会等

名 （㏊） 現状 目標 実績 （％） の評価

（平成27年度） （平成30年度） （平成30年度） （※定量的な検証ができること。）

産地パワーアップ事業

産地パワーアップ計画書

（産地パワーアップ事業実施状況報告書兼評価報告書）

国東市農業再生協議会

1

大分県国東市国東地区（うち施設野菜（トマト）作付面積　2.6ha）

【作 物 名】施設野菜（トマト）
【成果目標】販売額の10％以上の増加
【取組内容】施設野菜産地の形成の推進
　　　　　①　生産技術高度化施設（低コスト耐候性ハウス、高度技術導入施設）の導入による周年・計画生産の取組
　　　　　②　国内需要の高いトマトの産地化に向けた高品質・安定供給の取組
　　　　　を推進することにより、販売額10％以上の増加を実現する。

生産技術高度化施設の導入により高品質安定生産の確立と産地の拡大が実現されるとともに、周年・計画生産により年間を通じた雇用が創出されることから、地域全体の所得向上が期待される。
本計画の効果的な実施に向け、地域の関係者（県東部振興局、国東市、ＪＡおおいた東部事業部等）が一体となって事業推進及び計画審査に努めるものとする。

№

1 （株）九設ふる里めぐみファーム国東 大分県国東市国東町安国寺 堀口　健介 施設園芸（トマト）の規模拡大及び周年雇用を図るため、新
たに生産技術高度化施設（高度技術導入施設）を整備

2 （株）奥松農園くにさき 大分県国東市国東町来浦 奥松　健二 施設園芸（トマト）の規模拡大及び周年雇用を図るため、新
たに生産技術高度化施設（低コスト耐候性ハウス）を整備

計

備考

国東 トマト

施設野菜産地の形成の推進

①　生産技術高度化施設（低コ
スト耐候性ハウス、高度技術導
入施設）の導入による周年・計
画生産の取組
②　国内需要の高いトマト等の
産地化に向けた高品質・安定供
給の取組

2.6

販売額の10％以上の
増加

(464％以上の増加)

69,700,000円 393,282,000円 －
出荷伝表や申告書類など販売額が確認できる書
類に基づいて実績の検証を行う。



（注１）果樹の改植を行う場合は、「作物名」欄に対象品目、品種を記載すること（都道府県事業実施方針に定める対象品目、品種に限る）。

（注２）成果目標は、実施要領第４の５の（１）のいずれかを記載すること。

（６）その他

特になし

２　事業計画（実績）

（１）総括表

総事業費 28年度 29年度

（円） 総事業費 総事業費

国費 その他 （円） 国費 その他 （円） 国費 その他

整備事業

生産支援事業

合計

（２）内訳

（ア）整備事業

№ 地区名 取組 対象作物 面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 費用対効果 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （円） 年月日 の検証方法 分析結果 の達成状況 の評価 等の評価

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

附帯事務費（都道府県、市町村）

計

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）附帯事務費の事業内容欄は、生産局長が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。

（注３）「取組目標」欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

年度別内訳

都道府県費
市町村費

都道府県費
市町村費

都道府県費
市町村費

1,164,240,000 539,000,000 269,500,000 355,740,000 1,164,240,000 539,000,000 269,500,000 355,740,000

1,164,240,000 539,000,000 269,500,000 355,740,000 1,164,240,000 539,000,000 269,500,000 355,740,000

者数 実施
年度

年度 （工種、施設区分、構造、規格、能力
等）

国費
都道府県費
市町村費

その他
（平成27年度） （平成30年度） （平成30年度）

1 国東

（株）九
設ふる里
めぐみ
ファーム
国東

トマト
(ﾐﾆﾄﾏﾄ)

1 3 28 30
販売額の
10％以上
の増加

0円
110,674,000

円 -

高度技術導入施設(ﾌｪﾝﾛｰ型ﾊｳｽ)
　・栽培室2棟9,504㎡
　・作業室352㎡
　・養液栽培設備一式
　・複合環境制御システム一式
　・電気設備一式
　・外構工事
　・附帯設備工事
　・選果設備１台
　・冷蔵庫１基

378,000,000 175,000,000 87,500,000 115,500,000 H29.3.30

出荷伝票や申
告書類など販
売額が確認で
きる書類に基
づいて、実績
の検証を行
う。

1.008

378,000,000 175,000,000 87,500,000 115,500,000

2 国東
（株）奥
松農園く
にさき

トマト 2 3 28 30
販売額の
10％以上
の増加

0円
212,908,000

円 -

低コスト耐候性ハウス
　・栽培室２棟22,071㎡
　・養液栽培設備一式
　・複合環境制御システム一式
　・電気設備一式
　・外構工事
　・附帯設備工事
　・選果設備一式
共同育苗施設
　・作業室1,080㎡
　・自動播種機１台
　・苗育苗装置6台

786,240,000 364,000,000 182,000,000 240,240,000 H29.3.30

出荷伝票や申
告書類など販
売額が確認で
きる書類に基
づいて、実績
の検証を行
う。

1.008

786,240,000 364,000,000 182,000,000 240,240,000

1,164,240,000 539,000,000 269,500,000 355,740,000



（イ）生産支援事業

№ 地区名 取組 対象作物 面積 農業 事業 目標 取組目標 事業内容 総事業費 完了 事後評価 取組目標 取組主体 地域協議会

主体名 名 （㏊） 現状値 目標値 実績 （機械リース、資材費等） （円） 年月日 の検証方法 の達成状況 の評価 等の評価

（○年度） （○年度） （○年度）

計

計

合計

（注１）「№」欄には、１の（４）の番号を記載すること。

（注２）果樹の改植を行う場合は、「対象作物名」欄に対象品目、品種を記載すること（産地パワーアップ計画に定める対象品目、品種に限る）。

　　　　また、「面積」欄は実施面積を記載すること。

（注３）「取組目標」欄には、産地パワーアップ計画の成果目標の達成に直接的につながる取組を記載すること。

者数 実施
年度

年度 国費
都道府県費
市町村費

その他


